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研究成果の概要（和文）：　我々研究グループは、日本型生産システムのアフリカへの移転可能性を調査するべ
く南アフリカ、ナイジェリア、ケニアそしてザンビアを訪問し、日本企業、現地企業などを調査した。
　日本企業はアフリカにおいても日本の生産システムを移転しようとしていた。現地の生産性本部（南アフリ
カ、ナイジェリア）そして南アフリカの自動車産業を構成する欧米企業と現地企業が積極的に日本方式を導入し
ていた。これらの事実発見は日本システムのアフリカへの移転可能性を示すものといえる。

研究成果の概要（英文）： Our study group visited South Africa, Nigeria, Kenya and Zambia to 
investigate on transferability of the Japanese production system and visited Japanese firms as well 
as local firms.  
 Japanese firms try to implement own prduction system. Interesting enough, Government Productivity 
Center (SA and Nigeria) and South African automobile industry which are formed by European and 
American firms try to introduce the Japanese system positively. Those facts findings showed 
transferbility of the Japanese system there.   

研究分野：経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）本研究は、研究代表者・公文と研究分
担者・銭、研究分担者・板垣が所属する日本
多国籍企業研究グループ（JMNESG）のメンバ
ーを主体に遂行される。JMNESG は、学術研究
振興資金（平成 21～23 年度、研究代表者:安
保哲夫）および科学研究費・基盤 B(平成 22
～24 年度、研究代表者:安保哲夫)の研究助成
を受け、「アフリカにおける日本型経営・生
産システムの受容可能性—アジア中南米東欧
との比較」というテーマでアフリカにおいて
調査研究活動を行った。これらを我々の先行
研究と呼ぶことにする。 
（２）本研究は、その研究成果をさらに発展
させるべく、遂行するものである。アフリカ
を対象にした研究の多くは、開発経済学や文
化人類学的視点からのアプローチが多く、企
業論的視点からの接近は、限られているので、
その空白を埋めることを意図している。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、日本型経営・生産シ
ステムのアフリカへの移転可能性に関する
実証的なケース分析をさらに積み重ねるこ
とである。そして我々の先行研究の成果の上
に次の 3点を調査課題として設定した。第一
に、企業組織におけるアフリカの制度要因
（現地の社会文化要因と欧州型の管理シス
テムのミックス）に対して、日本型の経営・
生産システムの何が如何に移転しているの
か、を実証的に明らかにすることである。ア
フリカ諸国は欧州の植民地であった。そして
現地の特有の社会要因は、欧州型の制度要因
とミックスになっていることが、我々の先行
研究で明らかになった。その制度要因のうえ
に、日本システムが如何に移転されているの
かという大変興味ある研究課題である。 
（２）第二に、我々の先行研究において、海
外の子会社を媒介とする新しい技術・技能の
移転方式を確認することができた。これは、
日本企業のマザー工場方式、すなわち日本の
親会社がマザー工場となって海外工場に技
術・技能を移転する方式をさらに進めるもの
であった。海外の子会社がマザーとなってア
フリカの子会社に技能・技術を移転するので、
これをグランド・マザー工場方式と呼ぶこと
にする。 
（３）第三に、低所得・低価格市場への日本
企業の進出に関する実態を見ることである。
BOP(Bottom of the Pyramid)という概念があ
る。低所得・低価格市場のことである。日本
企業は高品質のものを比較的安価に市場に
供給することで国際市場において高い評価
を獲得した。日本企業はアフリカの市場にい
かなる製品を供給しているのか大変興味深
い。 
 
３．研究の方法 
（１）我々の研究グループは、日本型経営・
生産システムの海外移転可能性に関するハ

イブリッドモデルを開発した。ハイブリッド
は日本システムと現地システムのミックス
を指す用語である。日本の社会環境要因の下
で生まれた企業の組織能力は、海外において
何らかの形のハイブリッドになるであろう
という調査研究の仮説である。海外の工場を
ハイブリッド工場と呼ぶ。そしてこの調査仮
説に基づいて、現地調査の際の調査項目とし
て２３の項目を設定した。そして、２３の項
目について5段階で移転状況を評価すること
にした。日本の親工場と同じであれば5とし、
現地のものとの中間であれば3と評価するの
である。 
（２）我々は現地の工場を訪問しインタビュ
ーと工場見学を行う。その際２３項目につい
て集中的に質問し移転の実際を明らかにす
るのである。こうしてインタビュー調査にも
とづく定性的な分析（事例研究）と定量的な
分析（ハイブリッド評価）を組み合わせて、
日本システムの現地への移転状況を分析し
評価するのである。 
 
４．研究成果 
（１）調査研究の実施。まず本調査研究の実
施状況を説明しておく。初年度（平成 26 年
度）は、南アフリカ共和国及びザンビアを訪
問した。南アフリカでは、4つの日系工場、2
つの商社、および中国企業 1社、南アフリカ
生産性本部、JETRO を訪問し、ザンビアでは
建設用機械の再生工場を訪問した。 
 2 年度目（平成 27 年度）には、ケニア、南
アフリカそしてナイジェリアの3か国を訪問
した。ケニアでは、乗用車工場と港湾建設業
者を訪問した。南アフリカでは、日系製造企
業 2社、欧州企業、現地企業 2社、商社 2社、
JETRO をそれぞれ訪問した。ナイジェリアで
は、日系製造企業 2社、現地企業 3社、中国
企業 1社、さらに生産性本部と日本大使館も
訪問した。 
 3 年度目（平成 28 年度）は、南アフリカを
訪問し、日系製造企業 3 社（トヨタ自動車、
HESTO、トヨタ紡織）を訪問した。いずれも 2
回目ないし3回目の訪問であり大変密度の濃
い調査ができた。 
（２）適用度のグループ別評価。我々は２３
の調査項目について、適用度を 5段階で評価
し、日本システムの現地への移転状況を分析
する。そして２３の項目を次の 6つのグルー
プに分ける。すなわち、I作業組織、II 生産
管理、III 部品調達、IV 参画意識、V 労使関
係、VI 親子会社関係、以上の 6つである。こ
のうち、I作業組織と II 生産管理は、現地工
場を操業するうえでコアになる項目である。 
 ところで、２３の項目は日本システムを構
成する方式（多能工、賃金、JIT による部品
供給など）ばかりでなく、生産要素そのもの
（設備、部品、現地人経営者など）をも含ん
でいる。それで、方式と結果という二つの視
点から項目を再分類する「四側面評価」と呼
ぶ評価方法も持っている。ヒトに関わる方式



（多能工、賃金など）と結果（日本人比率、
現地人経営者の地位など）そしてモノに関わ
る方式（JIT、品質管理など）と結果（生産
設備、ローカル・コンテントなど）を比較し
てみるのである。 
 

表 1：適用・適応度の国際比較（単位：％） 

 ア フ

リカ 

東 南

ア ジ

ア 

中 南

米 

英国 

1．作業組織 3.2 3.3 3.1 3.4 

2．生産管理 3.2 3.4 3.4 3.5 

3．部品調達 3.3 3.2 2.9 2.5 

4．参画意識 3.3 3.2 3.2 3.3 

5．労使関係 3.3 3.1 3.3 3.5 

6．親子会社 2.4 2.9 2.3 2.8 

7．総平均 3.1 3.2 3.1 3.2 

出所：JMNESG。 

注：東南アジアは 1993 年、中南米は 2006 年、

英国は 1997 年の調査による評点。 

 
表 1は、アフリカと経済発展段階が類似す
る東南アジアと中南米そして英国の評点を
示している。これによれば、アフリカは世界
で最も経済開発の後れた地域なのだが、我々
が訪問した日本企業合計 19 社の適用度評点
は他地域と比較して低くない。総平均を見る
と、アフリカは3.1であり、東南アジアの3.2、
中南米の 3.1、および英国の 3.2 と比べてほ
ぼ同じレベルである。評点の 3は、日本シス
テムの適用と適応の中間を示す。それゆえ中
間を少し上回る適用度である。 
 工場経営において最も重要項目を示す1作
業組織と２生産管理を見ると、両者ともに
3.2 となっている。それなりに日本のシステ
ムが移転されているのである。 
 ところで、表 1は、２３の調査項目のすべ
てを評点化したうえで、項目をグループ化し
て示したものである。日本の方式の移転状況
だけを示すのではなく、全体として現地工場
の操業状況を示している。 
（３）適用度の方式の評価。そこで次に、方
式と結果の国際比較を示す。アフリカにおい
てはモノ結果・ヒト方式の適用型となってい
るのである。表 2がそれである。これによる
と、アフリカはヒト方式が 3.2 と適用志向で
あるが、モノ方式は 2.8 と 3点を下回って適
応よりである。そして、ヒト結果は 2.1 と現
地より、モノ結果は 3.7 と日本よりとなって
いる。これは、ヒト方式は、移転しているが、
モノ方式は移転に難があることを示す。そし
てモノ結果が 3.7 と大変高く、設備や部品で
日本に強く依存することを示す。このモノ結

果およびヒト方式の適用型は、発展途上国に
共通する類型である。 
これは、全世界の日本企業を調査したこと
から明らかになった事実発見である。発展途
上国の東アジアと中南米は、アフリカと同じ
ヒト方式・モノ結果適用型を示すのに対して、
先進国の英国は、（ヒト・モノの）方式適用・
（ヒト・モノの）結果適応型を示すのである。 
 

表 2：四側面評価の国際比較（単位：％） 

 アフリ

カ 

東南ア

ジア 

中 南

米 

英国 

ヒト方式 3.2 3.2 3.2 3.4 

モノ方式 2.8 3.0 2.8 3.2 

ヒト結果 2.1 2.7 2.1 2.7 

モノ結果 3.7 3.6 3.4 2.8 

出所：JMNESG。 
 
（４）日本企業の組織とアフリカの社会。 
日本企業の内部労働市場は次のように整理
できる。従業員を多能工に育成するべく企業
内教育訓練を行い、内部昇進の現場監督者は
OJT(on-the-job-training、職場内訓練)を通
して部下を訓練する。他方、アフリカの労働
市場から供給される従業員は次のような特
徴がある。初等・中等の学校教育を全員が受
けているわけではなく、職業訓練教育は弱い。
それゆえ能力の格差が大きい。そして南アフ
リカではウブンツ（UBUNTU）と呼ばれる強い
連帯意識があり(Mbigi with Maree、1995)、
これはアフリカに共通すると言われる。 
 日本企業は、アフリカにおいても企業内教
育訓練を通して従業員を多能工に育成しよ
うとしている。今のところ初期段階にあるが、
企業内教育訓練を通した多能工の育成を多
くの企業が実施している。それゆえ多能工は
アフリカにおいて受け入れられるが、それが
実を結ぶには時間がかかる。 
他方、アフリカでは欧州の影響で産業別あ
るいは大産業別の労働組合が強い影響力を
持つ。それゆえ、ウブンツに代表される従業
員の強い連帯意識は、企業への連帯になった
り労働組合への連帯になったりする。 
（５）グランド・マザー工場。日本企業は、
海外工場に対して本国の工場から技術と技
能の移転を行ってきた。その本国工場をマザ
ー工場という。アフリカにおいては、欧州及
びアジアの子会社から間接的に技術を移転
するケースが見られた。第一は、北アフリカ
にある部品工場の場合、欧州の子会社が、技
術移転を行い現地従業員の管理も行ってい
た。第二に、南アフリカの部品メーカーの場
合、タイの子会社から技術指導を受けそれを
ベンチマークとしていた。第三にナイジェリ
アの食品メーカーはブラジルの子会社から
原材料を調達し 2輪車メーカーの場合、中国



の子会社から部品を全量調達していた。こう
してアフリカの工場へは多様なルートを通
して技術移転が行われていた。日本の親企業
はグランド・マザーになっていた。 
（６）日本企業と BOP 市場。日本企業は高品
質の製品を市場に提供するゆえに、
BOP(Bottom of the Pyramid)市場への商品供
給に難がある。実際、ナイジェリアにおいて
2 輪車メーカーは、最高価格帯に商品を供給
することで生き残ってきた。中位及び下位価
格帯の市場に商品を供給するのは、インドと
中国の企業であった。それでも日本企業は、
中位価格帯向けの2輪車を開発し部品は全量
中国の子会社から調達することで対応して
いた。日本企業も中位価格帯向けの商品の供
給は可能であることを示したケースである。 
（７）まとめ。われわれは、アフリカへの日
本企業の組織能力の移転を課題として調査
研究を行った。評点で見る限り、アフリカの
日本企業は、他の発展途上地域と違わない成
果を見せていた。とりわけ、「四側面評価」
において、発展途上国に特有の類型である、
モノ結果・ヒト方式適用型を示していたこと
は興味深い。日本企業は、発展途上国におい
て地域を超えてこの方式を示すのである。 
 日本企業の組織能力とアフリカの社会要
因との相性は、面白い。旧宗主国たる欧州の
諸制度と日本システムは必ずしも相性が良
くない。産業別労働組合の日本企業への対応
にそれが見られるのだが、アフリカ固有の社
会文化要因は日本の多能工方式に順応的で
ある。 
 日本企業の海外子会社が実力をつけ、アフ
リカの子会社に技術を移転するケースがい
くつか見られた。そのルートは多様であった
が、欧州とアジアの子会社が技術移転の媒介
になっていた。 
 日本企業は BOP 市場において苦戦する。そ
れでも中位価格帯への商品供給は可能であ
ることを示すケースが見られた。 
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